
○小樽市水道事業給水条例施行規程 

昭和４５年１２月１５日 

企業規程第２９号 

最近改正 平成２８年３月２８日水道規程第２号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、小樽市水道事業給水条例（昭和４５年小樽市条例第３６

号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

（１世帯又は１箇所） 

第２条 条例第３条第１号に規定する「１世帯又は１箇所」とは、一つの部屋、

一つの建物又は連続する敷地内ごとに同一人によって営まれる生活又は事業

の単位をいう。ただし、アパート、寮等で屋内に設けられた１専用給水装置

を２世帯又は２箇所以上で使用するものは、１世帯又は１箇所とみなす。 

（代理人等の選定等の届出） 

第３条 条例第４条及び条例第５条の規定による届出は、代理人（代表者）選

定（変更）届（様式第１号）によるものとする。 

（給水装置工事の申込み） 

第４条 条例第７条第１項の規定による申込みは、給水装置工事承認申請書（様

式第２号）によるものとする。 

（修繕の報告等） 

第４条の２ 条例第７条第１項ただし書に規定する管理者（条例第２条の２第

５号に規定する管理者をいう。以下同じ。）が別に定める場合は、修繕の工

事の場合とする。 

２ 前項の修繕の工事をした者は、修繕工事報告書（様式第２号の２）又は修

繕工事精算書（様式第２号の３）を管理者に提出しなければならない。 

（同意書等の提出） 



第５条 条例第７条第２項に規定する同意書又はこれに代わる書類は、次の各

号の区分に応じ、当該各号に定める書類とする。 

(1) 他人の家屋又は他人の土地内に給水装置を設置しようとするとき 当

該家屋若しくは土地所有者の同意書又はこれに代わる書類 

(2) 他人の給水装置から分岐しようとするとき 当該給水装置所有者若し

くはその代表者の同意書又はこれに代わる書類 

(3) 他人の給水装置を改造しようとするとき 当該給水装置所有者の同意

書又はこれに代わる書類 

（設計変更等の届出） 

第６条 給水装置工事の申込者は、当該給水装置工事の設計を変更し、又は給

水装置工事の申込みを取りやめるときは、給水装置工事設計変更（申込取り

やめ）届（様式第３号）を管理者に提出しなければならない。 

（指定等の通知） 

第６条の２ 管理者は、水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下「法」とい

う。）第１６条の２第１項の規定により指定給水装置工事事業者の指定をし

たときは、指定通知書（様式第４号）により、その旨を当該指定給水装置工

事事業者に通知するものとする。 

２ 管理者は、法第２５条の１１第１項の規定により指定給水装置工事事業者

の指定を取り消したときは、指定取消通知書（様式第５号）により、その旨

を当該指定給水装置工事事業者に通知するものとする。 

（指定の効力の停止） 

第６条の３ 管理者は、指定給水装置工事事業者が法第２５条の１１第１項の

規定に該当する場合において、当該指定給水装置工事事業者に斟酌すべき特

段の事情があると認めるときは、指定の取消しに代えて、６月を超えない期

間を定め、指定の効力を停止することができる。 



２ 管理者は、前項の規定により指定給水装置工事事業者の指定の効力を停止

したときは、指定停止通知書（様式第６号）により、その旨を当該指定給水

装置工事事業者に通知するものとする。 

（指定証の交付等） 

第６条の４ 管理者は、指定給水装置工事事業者の指定をしたときは、指定給

水装置工事事業者証（様式第６号の２。以下この条において「指定証」とい

う。）を当該指定給水装置工事事業者に交付するものとする。 

２ 指定給水装置工事事業者は、事業を廃止したとき若しくは休止したとき、

指定を取り消されたとき又は指定の効力を停止されたときは、指定証を管理

者に返納しなければならない。 

３ 管理者は、指定給水装置工事事業者から事業を再開する旨の届出があった

とき又は指定の効力の停止を解除したときは、前項の規定により返納された

指定証を当該指定給水装置工事事業者に交付するものとする。 

４ 指定給水装置工事事業者は、指定証を汚損したとき又は紛失したときは、

その再交付を管理者に申請することができる。 

（指定等の告示） 

第６条の５ 管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、小樽市水道局

文書事務取扱規程（平成１６年小樽市企業管理規程第５号）第１９条の規定

により、その旨を告示するものとする。 

(1) 法第１６条の２第１項に規定する指定をしたとき。 

(2) 指定給水装置工事事業者から事業を廃止し、休止し、又は再開する旨の

届出があったとき。 

(3) 法第２５条の１１の規定により指定給水装置工事事業者の指定を取り

消したとき。 

(4) 第６条の３第１項の規定により指定給水装置工事事業者の指定の効力



を停止したとき。 

（表彰） 

第６条の６ 管理者は、指定給水装置工事事業者が水道事業に対し、その功績

が特に顕著であると認めるときは、これを表彰することができる。 

（給水装置工事の設計及び施行） 

第７条 給水装置工事の設計及び施行について必要な事項は、管理者が別に定

める。 

（審査及び検査の申請） 

第８条 指定給水装置工事事業者は、条例第８条第２項に規定する審査又は同

条第３項に規定する検査を受けようとするときは、給水装置工事審査申請書

（様式第７号）及び給水装置工事検査申請書（様式第７号の２）を管理者に

提出しなければならない。 

（設計の審査及び検査を必要としない給水装置工事） 

第９条 条例第８条第２項ただし書及び第３項ただし書に規定する管理者が別

に定める給水装置工事は、修繕の工事とする。 

（給水装置工事の検査） 

第９条の２ 指定給水装置工事事業者は、条例第８条第３項に規定する検査を

受けようとするときは、当該給水装置工事に係る職務を行った給水装置工事

主任技術者を立ち会わせなければならない。 

２ 指定給水装置工事事業者は、当該給水装置工事が条例第８条第３項に規定

する検査に合格しないときは、管理者の定める日までに改修を行い、再検査

を受けなければならない。 

（給水管等の指定） 

第１０条 条例第９条第１項に規定する給水管及び給水用具の構造及び材質の

指定については、管理者が別に定める。 



（市が負担する工事費） 

第１０条の２ 条例第１２条ただし書に規定する管理者が特に必要と認める工

事費は、次に掲げる工事費とする。 

(1) 公道部分に属する給水装置の修繕の工事費で管理者が認めるもの 

(2) 公益上その他特別な理由があると管理者が認める工事費 

第１１条 削除 

（工事費概算額の納入） 

第１２条 条例第１４条第１項に規定する工事費概算額は、管理者が定める納

期限までに納入しなければならない。 

（工事費の精算） 

第１３条 条例第１４条第２項ただし書に規定する還付又は追徴に要する費用

の実費に満たないときは、前納した額と精算額との差額が５００円以下のと

きとする。 

第１４条 削除 

（工事の申込みの取りやめ） 

第１５条 管理者は、給水装置工事の申込者が工事費概算額をその納期限から

２０日を経過しても納入しないときは、当該給水装置工事の申込みを取りや

めたものとみなす。 

（管理者の改修等） 

第１６条 管理者が設計し、及び施行した給水装置工事は、その引渡し後１年

以内に破損した場合は、管理者がこれを改修し、又は修繕するものとし、そ

の費用は管理者が負担する。ただし、その原因が天災地変又は給水装置の使

用者若しくは所有者の故意若しくは過失による場合は、この限りでない。 

（措置指示） 

第１７条 条例第１６条の規定による指示は、措置指示書（様式第８号）によ



り行うものとする。ただし、緊急の場合は、この限りでない。 

（身分証明書） 

第１８条 条例第１６条の規定により検査に従事する職員は、給水装置立入検

査員身分証明書（様式第９号）を携帯し、関係者の請求があったときは、こ

れを提示しなければならない。 

（給水契約の申込み等） 

第１９条 条例第２１条第１項の規定による申込み又は条例第２４条の規定に

よる届出は、水道使用申込書（様式第１０号から様式第１０号の３まで）の

提出、電話その他の方法によるものとする。 

２ 条例第２５条第２項の規定による承認を受けようとする者は、消火栓使用

承認申請書（様式第１１号）を管理者に提出しなければならない。 

３ 管理者は、条例第２５条第２項の規定による承認をしたときは、消火栓使

用承認書（様式第１２号）を当該申請者に交付するものとする。 

第２０条 削除 

（所有者の変更又は消防の使用に係る届出） 

第２１条 条例第２４条の規定による所有者の変更があったときの届出は給水

装置（排水設備等）所有者変更届（様式第１３号）によるものとし、消防に

使用したときの届出は給水装置消防使用届（様式第１４号）によるものとす

る。 

（簡易専用水道以外の貯水槽水道の管理及び自主検査） 

第２１条の２ 条例第２５条の３第２項の規定により管理者が別に定める貯水

槽水道の管理及びその管理の状況に関する検査は、次のとおりとする。 

(1) 管理は、法施行規則第５５条の規定に掲げる基準に準じて行うこと。 

(2) 検査は、１年以内ごとに１回、貯水槽水道の設置者が給水栓における水

の色、濁り、臭い、味に関する検査及び残留塩素の有無に関する水質の検



査を行うこと。 

（用途） 

第２２条 条例別表第１号用途の欄の用語の意義は、次の各号の区分に応じ、

当該各号に定めるところによる。 

(1) 家事用 家事の用に使用するものをいう。 

(2) 浴場用 公衆浴場入浴料金の統制額の指定等に関する省令（昭和３２年

厚生省令第３８号）に基づき、入浴料金の価額について統制を受ける公衆

浴場営業の用に使用するものをいう。 

(3) 臨時用 工事用その他臨時に使用するものをいう。 

(4) 業務用 前３号に掲げるもの以外の用に使用するものをいう。 

（使用水量の認定） 

第２３条 条例第３０条第１項第１号の規定による使用水量の認定は、水道メ

ーター（以下「メーター」という。）の取替え後の使用水量を基礎として日

割計算により算出し、異常のあった期間の使用水量として認定する。 

２ 条例第３０条第１項第２号の規定による使用水量の認定は、使用水量を認

定すべき月の前２月若しくは前年同期における使用水量又はその他の要素を

考慮して認定する。ただし、これによりがたい場合は、見積量により認定す

る。 

３ 条例第３０条第２項ただし書の規定による使用水量の認定は、使用者の業

態、家族数その他の要素を考慮して用途別又は使用態様別に認定する。 

（料金徴収後の過不足精算） 

第２４条 水道料金（以下「料金」という。）の徴収後、その料金の算定に過

誤があったときは、翌月分の料金徴収の際に過不足を精算する。ただし、給

水装置の使用を廃止し、又は中止した者の料金は、そのつど過不足を精算す

る。 



（料金の納期限） 

第２５条 料金の納期限は、納入通知書の発行の日から起算して２０日目とす

る。ただし、水道の使用を廃止し、若しくは中止し、又は臨時用に水道を使

用する場合その他管理者が必要と認める場合には、納期限を変更することが

できる。 

第２６条 削除 

（前納金） 

第２７条 条例第３３条第１項に規定する管理者が必要と認める場合とは、次

の各号に定めるところによる。 

(1) 使用予定期間が４箇月を超える場合 

(2) 使用予定水量が２０立方メートルを超える場合 

(3) 前２号に定めるもののほか、管理者が相当と認める場合 

２ 条例第３３条第１項に規定する管理者が定める料金の概算額は、使用予定

期間中の使用予定水量とする。 

第２８条 削除 

（加入金についての特例） 

第２９条 条例第３５条に規定する管理者が別に定める場合は、次に掲げる場

合とする。 

(1) 工事その他一時的に使用するため、給水装置の新設工事（以下「新設工

事」という。）を申し込む場合 

(2) 給水装置の撤去工事しゅん工後３月以内（管理者が正当な理由があると

認めるときは、３箇月を超える場合を含む。以下同じ。）に当該撤去工事

の申込みをした者が新設工事を申し込む場合。ただし、新設するメーター

の口径が撤去したメーターの口径を超える場合を除く。 

(3) 私設消火栓のみを設置する場合で、メーターを設置しないことについて



管理者が特に承認した場合 

（新設工事に撤去工事が関連する場合の加入金） 

第３０条 新設工事の申込者は、前条第２号ただし書の規定に該当する場合は、

新設するメーターの口径に対応する加入金の額と撤去したメーターの口径に

対応する加入金の額との差額を納入しなければならない。 

第３１条 削除 

（設計変更によりメーターの口径を増す場合の加入金） 

第３２条 給水装置工事の着手をした後、設計変更によりメーターの口径を増

す場合は、設計変更後のメーターの口径に対応する加入金の額と設計変更前

のメーターの口径に対応する加入金の額との差額を納入しなければならない。 

（加入金の還付） 

第３３条 既納の加入金は、還付しない。ただし、次の各号のいずれかに該当

する場合は、当該各号に定める額を還付するものとする。 

(1) 給水装置工事の申込みを取り消した場合 既納の加入金の全額 

(2) 給水装置工事の設計変更によりメーターの口径を減じる場合 既納の

加入金の額から設計変更後のメーターの口径に対応する加入金の額を控除

した額 

(3) 新設工事しゅん工後３月以内に当該新設工事の申込みをした者の所有

に係る他の給水装置の撤去工事がしゅん工した場合 撤去したメーターの

口径に対応する加入金の額。ただし、撤去したメーターの口径に対応する

加入金の額が既納の加入金の額を超えるときは、既納の加入金の額を限度

とする。 

（加入金及び手数料の納期限） 

第３３条の２ 条例第３５条及び条例第３９条第２項に規定する管理者の定め

る日は、納入通知書の発行の日から起算して２０日目とする。ただし、納期



限までに当該給水装置工事を着工するときは、その着工する日とする。 

（料金等の減免申請） 

第３４条 条例第４０条の規定による減免を受けようとする者は、水道料金等

減免申請書（様式第１６号又は様式第１６号の２）を管理者に提出しなけれ

ばならない。ただし、管理者がその必要がないと認めるときは、この限りで

ない。 

（給水停止の通告等） 

第３５条 管理者は、条例第１６条の２又は条例第４２条第１項の規定による

給水の停止をするときは、給水停止通告書（様式第１７号）又は給水停止通

知書（様式第１８号）を当該使用者又は所有者に交付するものとする。 

付 則 

１ この規程は、公布の日から施行し、昭和４５年１０月１９日から適用する。 

（経過措置） 

２ この規程による改正前の小樽市水道事業給水条例施行規程の規定によって

した申込、届出又は承認若しくは検査その他の行為は、この規程の各相当規

定によってなされたものとみなす。 

付 則（昭４７．７．１０企業規程１２） 

この規程は、公布の日から施行し、昭和４７年４月１日から適用する。 

付 則（昭４８．３．２０企業規程５） 

この規程は、昭和４８年４月１日から施行する。 

付 則（昭４８．８．２０企業規程２２）抄 

（施行期日） 

この規程は、昭和４８年１０月１日から施行する。 

付 則（昭５１．４．２６企業規程９） 

この規程は、公布の日から施行し、昭和５１年４月１日から適用する。 



付 則（昭５３．３．２９企業規程１） 

この規程は、昭和５３年３月２９日から施行する。ただし、第１条及び第６

条から第９条までの改正規定は、昭和５３年４月１日から施行する。 

付 則（昭５３．４．１企業規程２） 

この規程は、昭和５３年４月１日から施行する。 

付 則（昭５４．６．１企業規程５） 

この規程は、昭和５４年６月１日から施行する。 

付 則（昭５５．４．１２企業規程４） 

この規程は、昭和５５年４月１２日から施行する。 

付 則（昭５６．７．２３企業規程９） 

この規程は、昭和５６年８月１日から施行する。 

付 則（昭６０．４．１企業規程３）抄 

１ この規程は、公布の日から施行する。 

付 則（昭６２．３．３１企業規程１） 

この規程は、昭和６２年４月１日から施行する。 

付 則（昭６３．５．２企業規程２） 

この規程は、公布の日から施行する。 

付 則（平元．３．３１企業規程６） 

この規程は、平成元年４月１日から施行する。 

付 則（平３．３．１８企業規程４） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平４．５．１企業規程５） 

この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平５．９．１企業規程１０） 

（施行期日） 



１ この規程は、平成５年９月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程施行の際、この規程による改正前の小樽市水道事業給水条例施行

規程の規定に基づいて作成された用紙がある場合は、この規程による改正後

の小樽市水道事業給水条例施行規程の規定にかかわらず、当分の間使用する

ことができる。 

附 則（平６．４．１企業規程８） 

この規程は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則（平８．３．２８企業規程４） 

この規程は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平９．３．２８企業規程５） 

（施行期日） 

１ この規程は、平成９年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程施行の際、改正前の小樽市水道事業給水条例施行規程の規定によ

り作成された用紙がある場合は、当分の間、必要な訂正を加えたうえで使用

することができる。 

附 則（平１０．３．２６企業規程６）抄 

（施行期日） 

１ この規程は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則（平１２．７．７企業規程１４） 

この規程は、平成１２年７月７日から施行する。 

附 則（平１３．３．３０企業規程３） 

この規程は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平１４．９．１８企業規程１４） 



この規程は、平成１４年１０月１日から施行する。 

附 則（平１５．３．１８企業規程４） 

この規程は、平成１５年４月１日から施行する。 

附 則（平１６．３．２６企業規程５）抄 

（施行期日） 

１ この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則（平１７．３．３１企業規程６） 

この規程は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（平１９．５．２４企業規程１８）抄 

（施行期日） 

１ この規程は、平成１９年６月１日から施行する。 

附 則（平２０．９．１０企業規程１２） 

この規程は、平成２０年１０月１日から施行する。 

附 則（平２１．３．３１企業規程１） 

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則（平２３．４．１水道規程１） 

この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

附 則（平２３．７．２９水道規程８） 

この規程は、平成２３年８月１日から施行する。 

附 則（平２４．６．２６水道規程２） 

この規程は、平成２４年７月１日から施行する。 

附 則（平２５．３．２７水道規程１） 

この規程は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平２７．３．２７水道規程２） 

この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 



附 則（平２８．３．２８水道規程２） 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



 



様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第４条関係） 

様式第２号の２（第４条の２関係） 

様式第２号の３（第４条の２関係） 

様式第３号（第６条関係） 

様式第４号（第６条の２関係） 

様式第５号（第６条の２関係） 

様式第６号（第６条の３関係） 

様式第６号の２（第６条の４関係） 

様式第７号（第８条関係） 

様式第７号の２（第８条関係） 

様式第８号（第１７条関係） 

様式第９号（第１８条関係） 

様式第１０号（第１９条関係） 

様式第１０号の２（第１９条関係） 

様式第１０号の３（第１９条関係） 

様式第１１号（第１９条関係） 

様式第１２号（第１９条関係） 

様式第１３号（第２１条関係） 

様式第１４号（第２１条関係） 

様式第１５号 削除 

様式第１６号（第３４条関係） 

様式第１６号の２（第３４条関係） 

様式第１７号（第３５条関係） 

様式第１８号（第３５条関係） 



 


